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Ｉ　はじめに

　冷戦の終結以後，地域限定紛争は存在するものの核の脅威が薄れたため，世界の関心は地球環
　　　　　　　　　　　　　１）
境問題に移行したようである。環境と資源の問題が本格的に取りあげられたのは，ローマクラブ

の『成長の限界』を最初とするが当時はまだ地球的課題とはならなか った 。

　世界経済においては三極化が進展しており ，その一つの極である環太平洋の発展にはめざまし

いものがある。環太平洋に含まれる地域は日本，オーストラリア等の先進アジア（Ｄ。。。１．ｐ．ｄ

Ａ・１・）とアメリカ ，カナタ等の北アメリカ（Ｎ・・ｔｈＡｍ・ｎ・・），アジアＮＩＥＳ，ＡＳＥＡＮ及ぴ中国で

あり ，これに近接する領域として南アジア（Ｓｏｕｔｈ　Ａ。。。）も入れて良いであろう 。特に近年の中

国， アジアＮＩＥＳ，ＡＳＥＡＮの経済成長は著しい。これらの国々では経済成長が進むにつれ，そ

れに伴う環境問題が深刻化している 。具体的には，工業化の進展とともに化石燃料（石炭，石油 ，

天然ガス）を中心としたエネルギー消費量が増大し，それらの燃料が燃焼する際にＣＯ 。， ＳＯ
、

（硫黄酸化物）等の温室効果カスを発生させることが地球の温暖化を促進させる原因にな っている 。

例えば，１９８８年のアメリカの大干ばつ，１９９４年のインドでの熱波等は地球温暖化がもたらした異

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
常気象によるものとされている。地球の温暖化はわれわれの生活に大きな影響を与える 。

　本論文の目的は，飛躍的に発展している環太平洋経済に焦点をあて，そこにおける経済成長と

それに伴 って生じる環境問題を計量モデルを用いて分析することにある 。この目的のために，わ
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れわれは２２ケ国，６地域を含む環太平洋環境モテルを構築し，このモテルを用いて王として以下

の二つの分析を行う 。

　（１）環太平洋環境モデルを用いて，２０００年までの環太平洋の経済成長率，エネルギー消費量及び

ＣＯ。排出量を予測し，（２）その予測されたべ 一スラインをもとに，アメリカ ，日本，中国におい

てエネルギー税が課された場合どの程度ＣＯ。排出量が削減できるかを分析する 。

　以下，第１節では１９７０年から現在までの環太平洋におけるエネルギー消費の状況及びその結果

としてのＣＯ。排出量の推移について検討する 。第皿節においては環太平洋環境モデルの概要を

説明し，第Ｗ節においてモデル構築に必要なデータベ ースを説明する 。第Ｖ節ではモデルを用い

て２０００年までの環太平洋におけるＣＯ。排出量の予測を行う 。また主要国でエネルギー税が導入

された場合の経済的効果を検討する 。そして，最終節では今後の検討を行う 。

１　環太平洋におけるエネルギー消費とＣ０２排出量

　本節では環太平洋環境モデルを提示するための準備作業として，環太平洋におけるエネルギー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
消費とＣＯ。排出量の推移を歴史的に概観する 。

　皿 一１　環太平洋におけるエネルギー消費の推移

　【エネルギー消費量の推移】

　近年，アジア地域の経済は急速に成長している 。日本に比べ労働 コストが安価であり ，特定の

財についても良質な商品供給が可能であるため，アジアＮＩＥＳ，ＡＳＥＡＮは繊維製品，電器機器

等も中心に，大量に輸出している 。それは，高度成長期に日本が歩んできたパターンとよく似て

いる 。しかし，経済が発展し工業化が進展してくるとともに浮上してくるのが環境問題であり ，

経済成長と環境問題はトレードオフの関係にあるようである 。特に，商品の生産過程において大

量に使用される化石燃料の燃焼により発生するＣＯ。排出量の増大は極めて深刻である 。ＣＯ。排

出量の増大はその程度に不確実性がともなうものの地球を確実に温暖化させる要因であるため ，

Ｃ０２排出抑制の対策が１真重にとられるべきである 。本節では，成長段階にあるアジアと先進国

であるアメリカ ，日本等を含めた環太平洋における経済成長と環境問題にスポ ットをあてる 。そ

の準備として１９７０年から現在までのエネルギーの使用状況及びその結果としてのＣＯ。排出量に

ついて先ず検討してゆく 。

　最初に，ＣＯ。発生の要因である化石燃料を含むエネルギー消費の推移をみてみよう 。表１ －１

は１９７５年，８０年，８５年，８９年の各年次における地域別，国別のエネルギー消費の推移及び各年次

問の伸び率をみたものである（環太洋における地域分類については後掲皿 一１表参照）。 表１ －１からわ

かるように環太平洋全体でのエネルギー消費量は絶対額で着実に増加している（１９７５年の１０８ ．５７７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
ペタジ ュールから８９年の１４８ ，６２０ペタジ ュール）。 しかし，伸び率については各期問で異なっ たパター

ンを示している 。１９７５～８５年にかけては年率２ ．４％の伸びであ ったが，第二次石油危機の影響か

らエネルギー価格の高騰，省エネルギー運動の高まりで１ ．３％まで低下し，８５年以降のエネルギ

ー価格の下落により再び３ ．４％へと上昇している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１）



　５２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第１号）

　エネルギー消費量を地域別にみると ，各地域ともその消費量の水準は増加傾向にあるが，中で

も先進アジア，北アメリカでの消費量が大きいことがわかる 。特にアメリカ ，日本のエネルギー

消費量は大きい。他のアジア地域ではこの間のエネルギー消費量はそれほど大きくはないが，中

国は例外でエネルギー消費量は日本のそれを上回 っている 。エネルギー消費量の各年次問の伸び

率をみればアメリカ ，日本は１９８０年から８５年にかけてともに伸び率が低下している。このことは

先述したように第二次石油危機によるエネルギー需要の低迷によるものである 。中国は１９７５年か

ら８９年にかけて，平均で約５％の伸び率で増加している 。これは中国が１９７８年の門戸開放以来急

速な経済発展をめざし，生産活動を行なっ ていることを示唆しているものと考えられる 。一方 ，

アメリカと日本は経済の成熟段階にあり ，省エネルギー型の産業（特に素材型製造業からサ ービス

産業への移行）に生産活動の中心が移行したものと思われる 。

　　　　　　　　　　　　　　　表皿 一１　エネルギー消費量の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位 ：ペタジ ュール，％
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　【エネルギー消費量のシェアの推移】

　次にエネルギー消費量のシェア（表皿 一２参照）をみると ，アメリカの環太平洋におけるシェア

は各年次において全体の５０％以上を占めていることがわかる 。また，日本のシェアは全体の１０％

以上を占めている 。しかし，アメリカ ，日本のエネルギー消費量のシェアは１９７５年から８９年にか

けて次第に低下している（アメリカは１９７５年の６１％から８９年の４９ ．４％へ，日本は１９７５年の１０ ．８％から８９年

の９ ．８％へ）。一方，中国のエネルギー消費量のシェアは１９７５年の１１ ．５％から８９年には１７ ．６％まで

高まっ ているのが特徴的である 。

　　　　　　　　　　　　　表皿 一２　エネルギー消費量シェアの推移　　　　　　（％）

１９７５

７メ”　　　　　　６１
目本　　　　　　１０
中６■　　　　　１１

１９８０　　　　　　　１９８５　　　　　　　１９８９

５６ ．　　　　　５１ ．　　　　４９
１０ ．　　　　　１０ ．　　　　　　９
１３ ．　　　　　　　　１６ ．　　　　　　　　１７

【一人あたりエネルギー消費量の推移】

次に地域別，国別の一人あたりのエネルギー消費量（表皿 一３）をみると ，まず環太平洋全体の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２）
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一人あたりのエネルギー消費量が高まっ ていることがわかる 。とりわけ先進アジァ，北アメリカ

のこの問の一人あたりのエネルギー消費量は大きく ，特にカナダとアメリカは３００ギガジ ュール／

人前後で推移している 。同期間の日本の一人あたりのエネルギー消費量はアメリカの約１／３であ

る。 アジアＮＩＥＳではシンガポールの一人あたりのエネルギー消費量がこの問平均して１３０ギガ

ジュール／人であり ，日本の値を上回 っていることがわかる 。また，中国の一人あたりのエネル

ギー消費量の水準はそれほど大きくなく日本の１／８から１／５程度であるが，増加傾向にある 。

　環太平洋全体の一人あたりエネルギー消費量は先進国と発展途上国でともに増加しているが ，

両者の増加要因は異なっ ている 。先進国では表１ －１でみたようにエネルギー消費量の水準は高

いがその伸び率は低い。発展途上国では工業化の初期段階にあるためエネルギー消費量の水準は

低いがその伸ぴ率は高い。一方，人口成長率は先進国においては低く ，発展途上国においては高

い。 このように先進国と発展途上国では二つの要因がそれぞれ異なる方向に作用し，結果として

一人あたりのエネルギー消費量は増加傾向にある 。

表皿 一３　一人あたりエネルギー消費量の推移
単位 ：ギガジ ュール，人
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　皿 一２ ．環太平洋におけるＣＯ。排出■の推移

　【ＣＯ。排出量の推移】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
　次にＣＯ。排出量の推移について比較したものが，表１ －４である 。地域別には先進アジア ，

北アメリカのＣＯ。排出量が多く ，他のアジア地域でのＣＯ。排出量はそれほど大きくはない。し

かし，中国は例外でエネルキー 消費量の推移でみたのと同様に日本のＣＯ。排出量を上回 ってい

る。 各年次間のＣＯ。排出量の伸び率はエネルギー消費量の各年次間の伸び率と同じ傾向を示し

ており ，アメリカ ，日本では１９８０年から８５年にかけてエネルギー需要の停滞からＣ０２排出量も

減少している 。一方，中国のＣ０２排出量の伸び率はエネルギー消費量の各年次問の伸び率と同

様， 年率約５％で推移している 。他の国の伸ぴ率はアメリカ ，日本と同様１９８０年から８５年にかけ

て低下する国が多いが，中には香港，インドのようにＣＯ。排出量水準は小さいが伸び率では次

第に増加する国もある 。これらの国々は中国ほど大きな割合でＣＯ。を排出していないが，経済

発展の途上にある国々であり ，今後経済成長が加速するにつれ，ますます多くのＣＯ。が排出さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３）



　５４

れるものと予想される 。

立命館経済学（第４３巻 ・第１号）

表皿 一４　ＣＯ。排出量の推移

単位 ：千トン ，％

１９７５　　　　　　１９８０　　　　　　１９８５ １９８９　　８０／７５　８５／８０　８９／８５

オーストラ９７　　　　　　１６５６０５ ．　　　２０２７９５ ．　　　２２２９９４ ．　　　　２５７４８０

日本　　　　　　８５６２６９ ．　　９３３８８４ ．　　９３１３１１ ．　　１０４０５５４

二ｇ・シ ．ラント． 　　　　　１８２５０ ．　　　　１７５９４ ．　　　　２１６２１ ．　　　　　２６１７５

カナク ．　　　　　　　　　３８７５０１ ．　　　４２４３６４ ．　　　４０１７３５ ．　　　　４５５５３０
メ÷シ：Ｉ 　　　　　　　　　１４８９４１ ．　　　２６０１４７ ．　　　２８６６８６ ．　　　　３１９７０２

７メ９カ　　　　　　　　４３１９９５４ ．　　４６１４００５ ．　　４４０１５２２ ．　　　４８６９００５

■■　　　　　　１３１５３ ．　　１９０５２ ．　　２７６２２ ．　　　３７７１９
８６■　　　　　　７６２４４ ．　　１２５７１９ ．　　１６９９０３ ．　　２２１１０４
〃ンカ ●心 ．一 ル　　　　　　２３２４０ ．　　　　３０１０７ ．　　　　３０２８６ ．　　　　　３５８５９

台竈　　　　　　４３８２５ ．　　７８４９０ ．　　７９２３０ ．　　１０９４５４

〃ド〃７　　　　５２６２２ ．　　９４６２２ ．　　１２２９４５ ．　　１３７７２６
７レーシ７　　　　　　　　　１９２７６ ．　　　　２７９７８ ．　　　　３５３６１ ．　　　　　４９０６１

フ”ピン　　　　　３１９６８ ．　　３６５３０ ．　　２９４６９ ．　　　４０９５９

クイ　　　　　　　２４３０３ ．　　４００１４ ．　　４８０１６ ．　　　７７６８０
パングラデシュ 　　　４７９６ ．　　　７６３９ ．　　１０１４２ ．　　　１４１１３

〃ド　　　　　　２５３３２５ ．　　３５００８４ ．　　４９２０２３ ．　　６５１９３５
３パ ール　　　　　　３５５ ，　　　５４２ ，　　　６８１ ，　　　　９３４
ハ． キ〃ン　　　　２３１９３ ．　　３１６８６ ．　　４７１１５ ．　　　６０９７２
ス９ランカ　　　　　　　　　　２８９４ ．　　　　　３４０７ ．　　　　　３９４２ ．　　　　　　４０３４

カン６ ．シ ．７　　　　　　　　　　６９ ，　　　　　　２８５ ，　　　　　　４１７ ，　　　　　　　４５０

中６■　　　　１１５１６０９ ．　１４８９１９６ ．　１９６６３４４ ．　２３８８６１２
ミ“ン７・　　　　　　　　　　３９１６ ．　　　　　４７９２ ．　　　　　６０９３ ．　　　　　　５００８

合叶　　　　　７６２１３１７ ．　８７９２９４０ ．　９３３５４６９ ．　１０８０４０７５

４．　　　１ ．　　　３
１． 　　 一０ ．　　　２

一０ ．　　　４ ．　　　４
１． 　　 一１ ．　　　３

１１ ．　　　２ ．　　　２
１． 　　 一０ ．　　　２
７．　　　７ ．　　　８

１０ ．　　　６ ．　　　６
５．　　　　Ｏ ．　　　４

１２ ．　　　Ｏ ．　　　８
１２ ．　　　５ ．　　　２

７．　　　４ ．　　　８
２．　　 一４ ．　　　８

１０ ．　　　　３ ．　　　１２
９．

　　　５ ．　　　８
６．

　　　７ ．　　　７
８．　　　４ ．　　　８
６．

　　　８ ．　　　６
３．　　　３ ．　　　０

３２ ．　　　７ ．　　　　１
５．　　　５ ．　　　５
４．　　　　４ ．　　　 一４

２．　　　１ ．　　　３

　【ＣＯ。排出量のシェアの推移】

　ＣＯ。排出量のシェア（表１ －５）からわかるように，アメリカの環太平洋におけるシェアは平均

的にみて５０％以上でエネルギー消費量のシェアとほぼ同じである 。日本は約１０％，中国は約１５％

のシェアでエネルギー消費量のシェアとほ嚇寸応している。シェアの推移をみれば，アメリカ ，

日本ともに低下しており ，ことにアメリカは１９７５年には約５７％であ ったが，８９年には約４５％まで

低下している 。日本は１９７５年に約１１％であ ったが，８９年には９ ．６％である 。逆に中国のシェアは

１９７５年に約１５％であ ったが，８９年には約２２％まで増加している 。他のアジア地域では香港，イン

ドのＣ０２排出量のシェアが高まっ ている 。

表１ －５　ＣＯ。排出量のシェアの推移
（％）

１９７５

オースト”ア　　　　　２ ．１７

目卒　　　　　　　１１２４
二。一 ジランド　　　 ０：２４

カ” ●　　　　　　５ ．０８

メ÷シニ■ 　　　　　　　　　　　１ ，９５

７”カ　　　　　　５６ ．６８

■■　　　　　　　　Ｏ ．１７

８■　　　　　　　　　１ ．００

〃ポポ ー”　　　　Ｏ ．３０

台竈　　　　　　　　０ ．５８

インドネシア　　　　　Ｏ ．６９

マレ・シ７　　　　　　　　　　０ ．２５

フ”ピン　　　　　０ ．４２

川　　　　　　　　　　Ｏ ．３２

バングラデ～　　　Ｏ ．０６

イント０ 　　　　　　　　　　　３ ．３２

い● ”　　　　　　Ｏ ．００

バ÷〃ン　　　　　０ ．３０

川ラ”　　　　　　　０ ．０４

カ川 ●ヅ７　　　　　０ ．００

中１１　　　　　　　　１５ ．１１

ミ〃マー 　　　　　　０ ．０５

合叶　　　　　　１００ ．００

１９８０　　　　　１９８５　　　　　１９８９

　２ ，３１　　　　　２ ，３９　　　　　２ ．３８

１０ ，６２　　　　　９ ，９８　　　　　９ ，６３

　０ ，２０　　　　　０ ，２３　　　　　０ ，２４

　４ ，８３　　　　　４ ，３０　　　　　４ ，２２

　２ ，９６　　　　　３ ，０７　　　　　２ ．９６

５２ ．４７　　　　４７ ．１５　　　　４５ ，０７

　０ ，２２　　　０ ，３０　　　０ ，３５

　１ ，４３　　　　　１ ，８２　　　　　２ ，０５

　０ ，３４　　　　　０ ，３２　　　　　０ ，３３

　０ ，８９　　　　　０ ，８５　　　　　１ ，０１

　１ ，０８　　　　　１ ，３２　　　　　１ ，２７

　０ ，３２　　　　　０ ，３８　　　　　０ ，４５

　０ ，４２　　　　　０ ，３２　　　　　０ ，３８

　０ ，４６　　　　　０ ，５１　　　　　０ ，７２

　０ ，０９　　　０ ，１１　　　０ ，１３

　３ ，９８　　　　　５ ，２７　　　　　６ ，０３

　０ ，０１　　　　　０ ，０１　　　　　０ ，０１

　０ ，３６　　　　　０ ，５０　　　　　０ ，５６

　０ ，０４　　　　　０ ，０４　　　　　０ ，０４

　０ ，００　　　０ ，００　　　０ ．Ｏ０

１６ ．９４　　　　２１ ．０６　　　　２２ ，１１

　０ ，０５　　　０ ，０７　　　０ ．０５

１００ ．００　　　１００ ．００　　　１００ ．００

（５４）



　　　　　　　　　　　環太平洋における経済成長と環境問題（稲田 ・五十嵐）　　　　　　　　　　５５

　【化石燃料別ＣＯ。排出量のシェアの推移】

　これまではＣＯ。排出量全体の推移をみてきた。ＣＯ。はエネルキー全般から発生するのではな

く， 化石燃料の燃焼によっ て発生する 。そこで，次に化石燃料別ＣＯ。排出量の推移をみよう 。

表１ －６は化石燃料の種類別ＣＯ。排出量のシェアをみたものである 。先進アジア，北アメリカ等

の先進国では液体燃料によるＣ０２排出量のシェアが大きい。しかし，石油危機の影響により

１９７５年から８５年にかけてしだいにシェアは低下する傾向にあり ，それに代わ って固体燃料，天然

ガスによるＣＯ。排出量のシェアが高まっ ている 。これは石油危機後，液体燃料から他の燃料に

代替がおこっ たことを表している 。特に北アメリカではアメリカを始め天然ガスによるＣＯ。排

出量のシェアが全体の２割を占めていることがわかる 。アジア地域では液体燃料によるＣＯ。排

出量のシェアが大きく ，特にシンガポール，スリランカ ，カンボジアでは１９７５年から８９年にかけ

て急速にシュアが高まっ ている 。一方，中国，インドは石炭生産量が多い国であるため固体燃料

によるＣＯ。排出量のシェアが大きく ，中国では１９７５年から８９年にかけてＣＯ。排出量全体の８割 ，

インドでは７割が固体燃料による 。

オー 朴ラリ７

目本

ニューシ ．ラント○

カ〃
●

バシコ

ア川カ

弓篶

９目

シンカ ●∴ ．■ル

台竈

イハ ．ネシア

マレーシ７

フ〃ヒ． ン

川

パンダラデシ ュ

イハ
●

ネハ ．一”

ハ． キスクン

川ランカ

カ川 ．シ ．７

中８

ミけマー

表皿 一６　化石燃料別ＣＯ。排出量のシェアの推移

　　　臼体　　　汐体
１９７５　　　５２ ．　　　　４１

　８９　　　５６ ．　　　　３２

１９７５　　　２５ ．　　　　６９

　８９　　　３０ ．　　　　６０

１９７５　　　２９ ．　　　　６４

　８９　　　１８ ．　　　　４６

１９７５　　１６ ．　　６０
　８９　　　２４ ．　　　　４７

１９７５　　　　８ ．　　　　６４

　８９　　　　７ ．　　　７６
１９７５　　　２７ ．　　　　４８

　８９　　３８ ．　　４３
１９７５　　　　０ ．　　　　９７

　８９　　　０ ．　　　　０
１９７５　　　４１ ．　　　　５３

　８９　　　４７ ．　　　　５０

１９７５　　　０ ．　　９７
　８９　　　　０ ，　　　１００

１９７５　　１３ ．　　７４
　８７　　　３７ ．　　　　５３

１９７５　　　　１ ．　　　　７５

　８９　　　７ ．　　　６３

１９７５　　０ ．　　７８
　８９　　　６ ．　　　６５

１９７５　　１ ．　　９３
　８９　　　１３ ．　　　　８７

１９７５　　　　３ ．　　　　８９

　８９　　１４ ．　　７２
１９７５　　　１０ ．　　　　６８

　８９　　　３ ．　　　４３
１９７５　　７１ ．　　２４
　８９　　　７３ ．　　　　２３

１９７５　　　３５ ．　　　　６４

　８９　　２７ ．　　７３
１９７５　　　１０ ．　　　　４８

　８９　　　１２ ．　　　　５１

１９７５　　　　０ ．　　　　９３

　８９　　　　０ ，　　　１００

１９７５　　　　０ ．　　　　６５

　８９　　　　０ ，　　　１００

１９７５　　　８０ ．　　　　１７

　８９　　８６ ．　　１３
１９７５　　　１７ ．　　　　６４

　８９　　　６ ．　　　４９

カ． ス　　　篶＾　　　　セメント

５．　　　　０ ．　　　　２
１２ ．　　　　０ ．　　　　１

２．　　　　　０ ．　　　　４
９．　　　　０ ．　　　　４
３．　　　　Ｏ ．　　　　３

３６ ．　　　　０ ．　　　　２
２２ ．　　　　１ ．　　　　１
２８ ．　　　　１ ．　　　　　１
１８ ．　　　　７ ．　　　　４
１６ ．　　　　　１ ．　　　　４
２４ ．　　　　　Ｏ ．　　　　　１
１９ ．　　　　０ ．　　　　１

１．　　　 ０，　　　
２１

０．　　　　０ ．　　　　０
０．　　　　　０ ．　　　　　７
３．　　　　０ ．　　　　７
０．　　　　０ ．　　　　３
０．　　　　０ ．　　　　２
５．　　　　０ ．　　　　８
２．　　　　０ ．　　　　８

１０ ．　　　１３ ．　　　１
１２ ．　　　　１９ ．　　　　　５

３．　　　１５ ．　　　　４
２１ ．　　　　８ ，　　　　５

０．　　　　０ ．　　　　７
０．　　　　０ ．　　　　５
０．　　　　０ ．　　　　８

１４ ．　　　　　０ ．　　　　１１

２０ ．　　　　０ ．　　　　２
５３ ．　　　　０ ．　　　　１

１．　　　　１ ．　　　　３
２．　　　　２ ．　　　　３
０．　　　　Ｏ ．　　　　　１
Ｏ．　　　　０ ．　　　１６

３３ ．　　　　３ ．　　　　７
３３ ．　　　　４ ．　　　　６

０．　　　　０ ．　　　　７
０．　　　　０ ．　　　　５
０．　　　　０ ．　　　３５
０．　　　　０ ．　　　　０
１．　　　　　０ ．　　　　　１
１．　　　　０ ．　　　　５
９．　　　　８ ．　　　　２

４３ ．　　　　２ ．　　　　４

（％）

（５５）



　５６　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第１号）

　皿 一３　ＣＯ。発生の要因分析

　【ＣＯ。発生の基本方程式】

　以上では地域別，国別のエネルギー 消費量，ＣＯ。排出量の推移をみてきた。さて，ＣＯ。排出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
量の要因分解として以下の式がよく使用される 。

　　ＣＯ。＝（ＣＯ．／エネルキー 消費量）＊（エネルキー 消費量／実質ＧＤＰ）＊実質ＧＤＰ

　この式の意味は，ＣＯ。の排出量が第一項のエネルキー技術，第二項の産業構造，及び第三項

の経済活動水準（実質ＧＤＰ）の積によっ て決定されることを示している。ここでは第一項と第二

項の推移を検討しよう 。エネルギー技術とは，単位エネルギー消費量あたりのＣＯ。排出量（以

下， ＣＯ。発生原単位）で，産業構造とは，実質ＧＤＰ単位あたりのエネルギー消費量（以下，エネル

ギー原単位）である 。経済活動水準は実質ＧＤＰで示される 。

表皿 一７　ＣＯ。発生原単位の推移

　　　　　　　　　　　　単位 ：キログラム／ギガジ ュール

１９７５　　　　　１９８０　　　　　１９８５

オー 朴”７　　　　７５ ．３０

日本　　　　　　　７３ ．０２

ニューシ ．ラント・ 　　　　６３ ．８６

”グ　　　　　　５９ ．６５

メ÷シ：■　　　　　　　　　６８ ．９８

””　　　　　　６５ ．２０

■■　　　　　　　９０ ．５６

い１１　　　　　　　８３ ．５９

〃ポポ ー”　　　８０ ．５６

台竈　　　　　　　６９ ．３９

〃ド〃７　　　７９ ．６１

マレ■シ７　　　　　　　　９６ ．５８

フ４９ヒ． ン　　　　　　　７８ ．９０

川　　　　　　　　　７５ ．７７

パングラデわ　　６８ ．８５

イント● 　　　　　　　　　８６ ．８２

ネパ ール　　　　　７２ ．６２

パキ〃ン　　　　６７ ．４１

ス９ランカ　　　　　　　　７８ ．２０

”ポグ７　　　１０３ ．２８

中１１　　　　　　　９２ ．３５

ミｇンマー　　　　　　　　８３ ．３２

１９８９

７５ ．６８　　　　７０ ．２９　　　　７２ ．８５
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　【ＣＯ。発生原単位の推移】

　ＣＯ。発生原単位はエネルギーを一単位消費した時どれだけＣＯ。が発生するかを示す比率であ

り， この比率が小さいほどＣＯ。の排出が少ない燃料をより多く使用していることを意味する 。

ＣＯ。発生原単位の低下は，ＣＯ。を発生させる化石燃料（石炭，石油，天然ガス）エネルギーから非

化石燃料エネルギー（水力，原子力，地熱 ・風力）へ移行することを意味している 。また同じ化石

燃料の中でもＣＯ。発生原単位が異なる 。石炭は最もＣＯ。を多く排出する燃料であり ，次に石油

によるＣ０。排出量が多く ，天然ガスの燃焼によるＣＯ。排出量は前二者に比して少ない。これは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
天然カスが基本的には炭素が少なく水素の多い燃料であることに起因する。このように同じ化石

燃料でも石炭から天然ガスに移行することによっ てもＣ０２発生原単位は低下する 。表１ －７から

ＣＯ。発生原単位の推移は，１９７５年から８９年にかけて環太平洋の多くの国で低下しており ，非化

石燃料やＣＯ。排出量の少ない化石燃料へ移行していることがわかる 。

　しかし，ＣＯ。発生原単位は地域別，国別でみると開きがある 。先ず，石油を主な燃料として

いる日本，フィリピン等のＣＯ。発生原単位は７０キログラム／ギガジ ュール前後で推移しているこ

とがみてとれる 。アメリカ ，カナダ，メキシコの北アメリカは燃料として石炭，石油以外にガス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６）
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を使用している割合が多いことからＣＯ。発生原単位は，日本等石油を多く用いている国よりも

小さく６０キログラム／ギガジ ュール前後である 。中国，インドは石炭を燃料として使用している

比率が高いことから ，ＣＯ。発生原単位は９０キログラム／ギカジ ュール前後で推移している 。

　次にＣＯ。発生原単位を図でみることにしよう（図皿 一１を参照）。 図１ －１のＣＯ。発生原単位を

みると ，地域別には先進アジアを初め大半の地域において低下していることがみてとれる 。特に

カナダではこの傾向が顕著に現れており ，その要因は表１ －６の化石燃料別ＣＯ。排出量のシエア

からもわかるように１９８０年から８５年にかけて液体燃料の燃焼によるＣＯ。排出量のシェアが減少

し， 代わ って天然ガスによるＣＯ。排出量のシェアが増加していることによる 。また，表１ －６に

は示されていないが，総合エネルギー統計からカナダではエネルギーとして水力発電のウエイト

が高まっ ており ，このこともカナダのＣＯ。発生原単位を低下させている要因と考えられる 。ま

た， 中国は１９７８年の門戸開放を境にＣＯ。発生原単位が低下する傾向にあ ったが，１９８２年以降は

再び高まっ ており ，環太平洋の国々の中で最もＣＯ。発生原単位が大きい国であると言える 。

　【エネルギー原単位の推移】

　つぎに，エネルギー原単位の推移について検討する 。エネルギー原単位とはすでにみたように

１ドルあたりのＧＤＰを生産するのにどの程度エネルギーを必要とするかという ，いわは産業構

造や省エネルギーの程度を表わす指標である 。例えば，エネルギーを多く消費する鉄鋼業や石油

化学工業等の重化学工業のシェアが低下し労働集約的な金融 ・保険業等のサーピス産業のシェア

が高まる時，エネルキー原単位は低下する 。また産業構造が不変でも省エネルキー対策がどれぐ

らいとられているかによっ て変化する指標でもある 。さらに，エネルギー原単位は地理的条件に

よっ て変化する 。アメリカ ，カナタ ，オーストラリア等国土面積の広い国は自動車等輸送機関に

使用するエネルギー消費量が大きいため，これらの国々のエネルギー原単位は絶対額でみて他の

国よりも高い数値を示していることに留意する必要がある 。

　エネルギー原単位の推移（表皿 一８）をみると ，環太平洋全体では低下する傾向にある 。地域別

でとりわけ，先進アジァ，北アメリカ等の先進国のエネルギー原単位は１９７５年から８９年にかけて

低下する傾向にあることがわかる 。特に，日本のエネルギー原単位は各年次の絶対額でみても小

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４）
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さく ，アメリカの値の半分以下である（日本は１９８９年にＯ ．００５ギガジ ュール／ドル，アメリカは同年次に

０， ０１５ギガジ ュール／ドル）。

　先進国におけるエネルギー原単位の各年次間の伸び率が低下しているのは，石油危機後，産業

の生産活動において省エネルキー対策がとられ，産業構造が変化したことによる 。具体的には ，

主要な産業がエネルギー多消費型産業から寡消費型産業へ移行したことに起因している 。

　一方，マレーシア等のアジア地域ではエネルギー原単位が次第に高まる傾向にあるが，中国は

他のアジア地域とは異なりアメリカ ，日本のようにエネルギー原単位が低下している 。中国のエ

ネルギー原単位の低下はもともと高い水準からエネルギー効率が改善されたことを意味している 。

　国別にみると ，日本，カナタ ，アメリカを始めとする先進国と中国，香港，フィリピン等の発

展途上国の各年次間の伸ぴ率は低下している 。特に，日本，カナタは１９７５年から８０年への伸ぴ率

の減少が大きく（日本はマイナス３ ．２％，カナダはマイナス５ ．３％），石油危機の後省エネルギー対策が

積極的にとられてきたことがうかがえる 。

　次にエネルギー原単位の推移を図（図１ －２参照）でみてゆこう 。図１ －２は１９７０年から８９年の

地域別，国別エネルギー原単位の推移を示したものである 。これをみると先進アジアでは日本の

エネルギー原単位は１９７４年あたりから年々低下する傾向にあり ，石油危機後の省エネルギー対策

の様子がみてとれる 。北アメリカのカナダ，アメリカも日本と同じ傾向にあり ，グラフは右下が

りであるが，エネルギー原単位の水準が高く ，アメリカの１９８９年のエネルギー原単位は１９７０年の

日本のそれを上回 っている 。

　アジァＮＩＥＳ，ＡＳＥＡＮはマレーシア ，タイを除けは，エネルキー 原単位は低下している 。南

アジアではインドを筆頭にエネルギー原単位は上昇する傾向にあり ，これらの国々ではエネルギ

ー多消費型の産業を中心として生産活動をしていることが考えられる 。

　中国は１９７８年の門戸開放まではエネルギー原単位は上昇しており ，７８年以降は低下傾向にある 。

これは，先にみてきたように中国のエネルギー消費量の各年次問の伸び率が約５％で一定してい

ることを考慮すると ，エネルギー原単位の低下は中国のＧＤＰがエネルギー消費量の伸び率以上

に高まっ ていることを意味する（エネルギー効率の急速な改善）。

表ト８　エネルギー原単位の推移

　　　　　　　　　　　　　単位 ：ギガジ ュール／ＵＳドル（１９８０年価格），％

１９７５　　　１９８０　　　１９８５　　　１９８９　　８０／７５　　８５／８０　　８９／８５

オー 朴ラｏア

日本
ニュー ジランド
カ”

’

パシコ
ア川カ
弓篶
■目
シンカ ．“ ．一ル

台竈
インドネシア
マレーシ７

フ”ヒ． ン

川
パンダラデシュ
イント’

ネハ ．一ル
ハ． キ〃ン
川ランカ
カ川 ○グ７

中目
ミけマー

．０１７

，００８

，００９

，０２９

，０２３

，０２１

，００９

．Ｏ１９

，０３２

，０２５

，０２０

，０１３

，０１６

，０１４

，００７

，０１９

，００３

，０２２

，０１０

．０００

１０５
１００７

０１８　　　，０１９　　　．０１８　　　　１

００７　　　 ，００６　　　 ，００５　　　 －３

０１０　　　， ０１１　　　．０１４　　　　１

０２２　　　 ，０２０　　　 ，０２０　　　 －５

０２７　　　 ，０２９　　　 ．０３０　　　　３

０１８　　　，０１６　　　．Ｏ１５　　　－２

００８　　　 ，００７　　　 ，００７　　　 －３

０２２　　　 ，０２０　　　 ．０１８　　　　３

０２７　　　 ，０１７　　　 ，０１６　　　 －３

０２８　　 ，０２４　　 ．０２２　　２
０２２　　　 ，０２１　　　 ．０１７　　　　２
０１５　　　 ，０１７　　　 ．０２０　　　　２

０１４　　　，０１２　　　，０１４　　　 －３

０１６　　　，０１６　　　．０１７　　　　１

００９　　 ，０１０　　 ．０１２　　５
０２３　　　 ，０２４　　　 ．０２６　　　　３
００４　　　 ，００４　　　 ．００４　　　　６

０２３　　　 ，０２４　　　 ．０２５　　　　１

０１０　　　 ，００８　　　 ．００８　　　　０

００１　　　 ，００１　　　 ．００１　　　２９

１０１　　　 ，０８４　　　，０７６　　　 －０

００７　　　 ，００７　　　 ，００７　　　 －１

０．

一２

３．

一２

１．

一３

一１

一２

一８

一３

一０

３．

一２

一０

３．

１．

１．

１．

一２

一２

一３

１．

一０

一２

５．

一０

０．

一１

一１

一２

一１

一２

一４

３．

２．

１．

４．

１．

１．

１．

一１

５．

一２

０．

（６５）



６６ 立命館経済学（第４３巻 ・第１号）

　　　　　　　　図皿一２　エネルギー原単位
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皿　環太平洋環境モデル

　本節では環太平洋環境モテルの概要を示すが，まず最初にモテルが取り扱うカントリー・ カハ

レッ ジについて説明し，次にモデルの概要を簡単にブロッ クごとに説明する 。なおモデルの完全

な叙述については ，Ｉｎａｄａ　ａｎｄ 　Ｉｃｈｍｏ（１９９３）を参昭のこと
。

　皿 一１ ．カントリー・ カバレッ ジ

　本論の最初で述べたように，われわれの興味の対象は環太平洋における経済成長と環境問題で

ある 。三極化が進展する世界経済の一つの極としての環太平洋の発展様相には興味のつきないも

のがある 。環太平洋を形成するまたそれに近接する地域としては，Ｄｙｎａｍ１ｃ　Ａｓ１ａｎ　Ｅ
ｃｏｎｏｍｅｓ

やＧｒｏｗｔｈＣｅｎｔｅｒ と呼はれ急速に経済発展を経験する地域（アジアＮＩＥＳ，ＡＳＥＡＮ，中国）や ，

安定的な成長に移行している先進アジアや北アメリカ地域，さらには経済発展から比較的とり残

されている南アジアを含む 。

　われわれは環太平洋環境モデルにおけるカントリー・ カバレ ッジを決定する際に，データの利

用可能性と継続性を最も重視した。その結果，以下の２２ケ国及び６地域をモテルにおいて取り扱

うことにした（表皿 一１参照）。 データの利用可能性と継続性の点から ，ベトナム ，北朝鮮及びモ

表皿一１　モデルにおけるカントリー・ カバレ ッジ

国（地む）
１

地む 杣成国

先追アジア 日本 ，オーストラリア，ニュージーランド ３

北ア川カ カナグ ，アメ”，メキシコ ３　　　 １

アジ洲１ＥＳ ○国 ，台清，香港，シンガポ ール ４

＾Ｓ舳Ｎ イント ．ネシア，　マレーシア，　フィリヒ ０ン ，　タイ ４

南アジア ハ“ ンク “ラテ●シュ ，　イント・ 　ネハ ０一ル，　ハ Ｏキスクン ，　スリランカ ５

中国その他 中国 ，カンポジア，ミャンマー 　　　」３　　　１

聰太平洋 ２２　　　１

（７３）
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ンゴリアはその重要性にもかかわらず取り扱うことが出来なか った。地域分類の基準は基本的に

は経済発展段階によっ ているが主要な国際機関（国連，ＩＭＦ，Ｗ・・ｌｄＢ・ｎｋ）やＰｒｏ』ｅｃｔ　ＬＩＮＫの基

準も併せて採用した 。

　】皿一２　環太平洋環境モテルの概要

　２２ケ国，６地域の環太平洋環境モデルの骨格は以下の［１卜［１３１式からなり ，推計に際して

は各国に共通のスペシフィケーシ ョンを採用し，またモデルの複雑性と大型化を避けるために出

来るだけ簡単なスペシフィケーシ ョンを採用している 。モデルは３つのブロッ クからなっ ている 。

【環太平洋環境モデル】

Ａ． 支出ブロッ ク

［１１実質民間最終消費支出

　　　ＣＨｉ＝ｆ（ＧＤＰｉ， ＣＨｉ［一１］）　ｆｏｒ　ｉ＝１ ，２
，…

２２

［２１実質国内資本形成

　　　ＩＦｉ＝ｆ（ＧＤＰ
ｉ， ＫＮＦｉ［一１］ ，ＩＦｉ［一１］）

［３１資本ストッ ク

　　　ＫＮＦｉ＝（１－ＲＤＥＰ）＊ＫＮＦｉ［一１］十ＩＦ
ｉ

　　　ＲＤＥＰ除却率

［４１実質国内需要

　　　ＤＤｉ＝ＣＨｉ＋ＩＦｉ＋Ｇ
ｉ

　　　Ｇ ：政府支出

［５１実質輸出

　　　ＥＸ、＝ｆ（（　 ぴ１ｊ ＊（ＰＩＭｊ＊ＩＭｊ））／ＰＥＸ１）

　　　 ぴｉｊ： 第ｊ国の総輸入に占める第ｉ国からのシェア

［６１実質輸入

　　　ＩＭｉ＝ｆ（ＧＤＰ
ｉ， ＰＤＬ（ＰＩＭｉ／ＰＤＤｉ））

　　　ＰＤＬ ：多項式分布ラグ

［７１国内総生産

　　　ＧＤＰＦＤＤｉ＋ＥＸｒＩＭｉ

［８１潜在ＧＤＰ

　　　ＧＤＰＰｉ＝ｆ（ＴＩＭＥ，ＫＮＦヨ［一１Ｌ　ＬＦｉ）

　　　ＴＩＭＥ ：タイムトレンド　　ＬＦ ：労働力人口

　最初のブロッ クは支出ブロッ クである 。［１１式は実質民問最終消費支出を決定する 。コイク

型の　般的な消費関数である 。自己ラグと所得（実質ＧＤＰ）で説明されている 。

　［２１式は実質国内資本形成を説明する 。説明変数としては簡単に生産水準（実質ＧＤＰ）と資

本ストッ クを採用している 。［３１式は資本ストッ クの定義式である。主要国を除く環太平洋の

国々では資本ストッ クはほとんど整備されていないので，本モデルでは各国共通の除却率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４）
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（５％）を仮定し，固定資本形成を積み上げてデータを作成した 。

　［４１式は実質国内需要を決定する定義式である 。モテルでは実質政府支出が外生変数である 。

　［５１式と［６１式は実質の輸出入を決定する 。本モデルは，簡単ではあるが環太平洋を構成す

る国や地域を貿易マトリッ クスで連結している 。まず［６１式で国毎の実質輸入が所得要因の実

質ＧＤＰと価格要因の相対価格で説明される 。つぎに［５１式において，［６１式で決定された各

国の輸入に固定シェア（ぴｉｊ）を乗ずることにより各国から当該国への輸出に変換される 。それを

合計することにより当該国の輸出が決定される 。

　［７１式は実質国内総生産（ＧＤＰ）を決定する定義式であり ，国内需要と海外需要の合計であ

る。［８１式は生産関数である 。実質ＧＤＰを被説明変数とし，資本ストッ ク， 就業者数及び技術

進歩率を表すタイムトレンドで説明している 。推計された生産関数に就業者数の代わりに労働力

人口を代入することにより潜在ＧＤＰのシリーズが決定される 。生産関数としてコブ ・ダグラス

型を仮定している 。

Ｂ． デフレータ ・ブロッ ク

［９１国内需要テフレータ

　　　ＰＤＤｉ＝ｆ（ＧＤＰｉ／ＧＤＰＰ
ｉ， ＰＩＭ

ｉ）

［１０１輸出デフレータ

　　　ＰＥＸｉ＝ｆ（ＰＤＤ ｉ）

［１１１輸入デフレータ

　　　ＰＩＭ」＝ｆ（　（汐
、ｊ ＊ＰＥＸ

、））

　　　房ｉｊ： 第ｉ国の総輸入に占める第ｊ国からの輸入シェア

　第二のブロッ クがデフレータ ・ブロッ クである 。基軸デフレータは国内需要デフレータ（［９１

式）で，海外要因としての輸入デフレータと稼働率の代理変数として実質ＧＤＰと潜在ＧＤＰの

比率で説明される 。

　［１０１式は輸出デフレータの決定式で国内価格要因（国内需要デフレータ）で説明される 。一方

輸入デフレータ（［１１１式）は，［１０１式で決定された各国の輸出デフレータに各国の当該国の輸入

に占めるシェア（房 ｉｊ ）を乗じることにより決定される 。すなわち，当該国の輸入デフレータは貿

易相手国のシェアで加重した平均として決定される 。

Ｃ． エネルギー・ 環境ブロッ ク

［１２１エネルギー消費量（アメリカ ，日本，中国以外）

　　　ＥＮＧｉ＝ＲＥＮＧｉ＊ＧＤＰｉ

　　　ＲＥＮＧ ：エネルギー原単位

［＊＊１エネルギー消費量（アメリカ ，日本，中国）

　　　ＥＮＧＦｆ（ＧＤＰ ｉ， ＰＤＬ（（１＋ＴＲＥＮＧ）＊ＰＥＮＧｉ／ＲＡＴＥｉ／ＰＤＤｉ））

　　　ＴＲＥＮＧ ：エネルギー税率　　ＰＥＮＧ ：エネルギー価格指数　　ＲＡＴＥ ：為替レート

（７５）
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［１３１ＣＯ。排出量（アメリカ ，日本，中国以外）

　　　Ｃ０２ｉ：ＲＣ０２ｉ＊ＲＥＮＧｉ＊ＧＤＰｉ

　　　ＲＣ０２ ：ＣＯ。発生原単位

［＊＊１Ｃ０２排出量（アメリカ ，日本，中国）

　　　Ｃ０２ｉ＝ＲＣ０２ｉ＊ＥＮＧｉ

　第二のフロソ クはエネルギー・ 環境フロソ クである 。エネルキー 消費量（ＥＮＧ）はエネルギー

原単位（ＲＥＮＧ）に実質ＧＤＰを乗じて決定される（［１２１式）。 ＣＯ。排出量（［１３１式）は，ｎ節の

基本方程式で述べたようにＣＯ。発生原単位（ＲＣ０２）とエネルキー 原単位と実質ＧＤＰの積によ

って決定される 。ブロッ クＡにおいて実質ＧＤＰが決定されるから ，ＣＯ。発生原単位とエネルギ

ー原単位を与えればＣ０２排出量が決定されることになる 。

　さて本モデルにおいては，Ｃ０２排出量とエネルギー消費量の決定に際して，アメリカ ，日本 ，

中国の３ケ国とそれ以外の国とでは異なっ た取扱いをしている 。エネルギー原単位は各国の国内

価格とエネルギー価格のデータがあればエネルギー需要関数として推計することにより内生化で

きることになる 。アメリカ ，日本，中国は環太平洋におけるＣ０。排出量の大きなシエァを占め

ている 。われわれはこれらの国の重要性とエネルギー価格データの利用可能性から ，エネルキー

需要を内生化した（［１２１式の代替式を参照）。

　アメリカ ，日本，中国のＣ０２排出量は，Ｃ０２発生原単位とエネルギー消費量の積によっ て決

定される（［１３１式の代替式を参照）。 ３国のＣＯ。発生原単位は外生変数であるが，エネルギー消費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
量は経済活動水準（実質ＧＤＰ）とエネルギー価格と国内価格の相対価格の分布ラグで決定される 。

エネルギー価格にはエネルギー税率が考慮されており ，エネルギー税導入のエネルギー消費に与

える経済的効果が把握できることになる 。表皿 一２には３国のエネルギー需要関数の長期弾力性

が示されている 。所得弾力性についてはアメリカが一番低く ，中国が一番大きい。価格弾力性は

中国が一番小さく ，アメリカが一番大きい。日本はいずれも中間である。このエネルギー価格弾

力性の推計結果からわかるように，価格に対して同率のエネルギー税を課した場合エネルギー削

減効果は，アメリカの場合中国の約３倍，日本の２ ．５倍と推定できる 。

　アメリカ ，日本，中国以外の国については適切なエネルギーデータがないのでエネルギー原単

位を外生変数とした。したがって，これらの国については［１２１と［１３１式でＣＯ。排出量とエネ

ルギー消費量が決定されることになる 。

　　　　　　　　　　　表皿一２　アメリカ ，日本，中国のエネルギー需要関数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所榊饒カ性　価狢帥カ性

　　　　　　　　　　　　　　アメリカ　　　　０，２９１　　 －０，２８４

　　　　　　　　　　　　　　日本　　　　　　０，３２８　　　 －０，１２４

　　　　　　　　　　　　　　中国　　　　　０，５８９　　 －０．１０６

（７６）
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１Ｖ　データベ ース

　前節では環太平洋環境モテルの概要を示した。環太平洋環境モテルを構築する際には，（１）国民

経済計算，（２）エネルギー消費量及びＣＯ。排出量，（３）エネルギー価格及び国内価格のデータが必

要となる 。以下簡単にモデルで使用されるデータについて解説する 。

　【国民経済計算】

　環太平洋２２ケ国の国民経済計算支出勘定のテータとして，国連のＯ冊 ｃｅ　 ｆｏｒ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｒｅ－

ｓｅａｒｃ
ｈ　ａｎｄ　Ａｎａ１ｙｓ１ｓ で開発 ・維持されているＭＥＤＳ（Ｍ・ｃ・ｏ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｄａｔａ　Ｓｙ・ｔｅｍ）のテータを

使用した。実質ＧＤＰの各構成項目データは各国で共通の１９８０年ＵＳ＄価格で表示されている 。

　【エネルギー消費量とＣＯ。排出量】

エネルギー消費量とＣＯ。排出量のデータとしては，Ｗ
ｏｒ１ｄ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ（以下ＷＲＩ）の

データベ ースを使用した。これらのデ ータはＷＲＩの年報であるＷ
ｏｒｌｄ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ（Ｖａｒｉｏ。。

Ｉ。。ｕ。）に掲載されている 。同年報のＴａｂ１ｅ２１２には国別エネルキー 消費量（Ｃ．ｍｍ。。。１．１Ｅ
ｎ。。ｇｙ

Ｃｏｎ．ｍｐｔ１ｏｎ）が掲載されている 。単位はペタジュールである 。

　Ｔａｂ１ｅ２４１には国別ＣＯ。排出量（ＣＯ．Ｅｍ１。。１０ｎ．ｆ．ｏｍ　Ｉｎｄｕ．ｔ．１．１Ｐ．ｏｃｅ。。ｅ。）が掲載されている
。

Ｃ０２は産業過程と森林破壊から排出されるが，本論では産業過程からの排出のみを取り扱う 。

単位はメトリ ソク ・トンである 。ＣＯ。排出量は炭素換算ではなくＣＯ。換算である 。炭素換算す

るためにはＣ０２排出量を３ ，６６４で割らなければならない 。

　ＷＲＩデータベースでは台湾と香港のデータが報告されていない。両国のデータについては ，

科学技術庁（１９９３）を利用した 。

　【エネルギー価格と国内価格】

　アメリカ ，日本，及び中国のエネルギー価格指数については，以下の統計書から加工利用した 。

まず，アメリカのエネルギー価格については，Ｄｅｐａｍｅｎｔ　ｏｆ 　Ｌａｂｏｒ（Ｂｕ．ｅ．ｕ　ｏｆ　Ｌ．ｂｏ． Ｓｔ．ｏ．ｔ１。。）

のＰｒｏｄｕｃｅｒ Ｐｒ１ｃｅＩｎｄｅｘｅｓ ｂｙＳｔａｇｅａｎｄＰｒｏｃｅｓｓｍｇＥｎｅｒｇｙを用いた
。

　日本のエネルギー価格指数については，日本銀行調査統計局，物価統計年報から得られる総合

卸売物価戦前基準指数の用途別指数のうち燃料　動力（Ｆｕ．１＆Ｅｎ。。ｇｙ）価格指数を用いた 。

　中国のエネルギー価格指数については，中国統計年鑑（１９９３）の表７－２４に記載されている産

業別生産者価格指数のうち，電力，石炭，石油産業を取りあげ，三指数の単純平均をエネルキー

価格指数とした 。

　各国の国内需要デフレータ ，輸出輸入デフレータは，ＭＥＤＳデータベ ースで得られる当該名

目変数を実質変数で除して作成した。なお為替レートについてはＩＭＦ／ＩＦＳに掲載されている市

場レートの期中平均を用いた 。

（７７）
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Ｖ　若干のシミュレーシ ョン

　本節では皿節で説明された環太平洋環境モデルを用いて若干のシミュレーシ ョンを行う 。まず

前半では，シミュレーシ ョンの方法とそのための準備について説明する 。後半では，２０００年まで

の環太平洋におけるＣＯ。排出量の予測を行う 。またアメリカ ，日本及び中国においてエネルギ

ー税が導入された場合のＣＯ。排出量削減効果を検討する 。

　Ｖ －１ ．シミュレーションの方法と準備

われわれは第皿節で提示したモデルを用いて若干のシミュレーシ ョンを行うが，そのためにシ

ミュレーシ ョンの方法についての説明と準備が必要である 。

　【モデルにおけるＣＯ。排出の因果関係】

　われわれのモテルでは，フロソ クＡやＢで実質ＧＤＰや国内需要デフレータ（ＰＤＤ）が決定

される。一旦，実質ＧＤＰ及び国内需要デフレータ ，また外生変数であるエネルギー価格

（ＰＥＮＧ），為替レート（ＲＡＴＥ），エネルギー原単位（ＲＥＮＧ），及びＣＯ。発生原単位（ＲＣ０２）が

与えられると ，ブロッ クＣではエネルギー需要やＣ０。排出量が決定される（以下，図Ｖ －１のフロ

ーチャート参照，ボ ックスは外生変数）。 ただし，エネルギー消費量（ＥＮＧ）決定に際して，アメリ

カ， 日本，中国については直接にエネルギー需要関数が推計されるが，３ケ国以外については外

生変数であるエネルギー原単位に実質ＧＤＰを乗じて定義的に決定される 。

図Ｖ －１　環境ブロッ クのフローチャート

アメリカ，日本 ，

中国以外
工柵ギ ー原単位（ＲｍＧ）

　　　　　　　　　　　定讐式

実貫Ｇ岬　→　　工柵ギ ー消讐■１ 　　　 －　Ｃ０ ２排出■１

　　　　　　　　　　　竈宴四籔

ア川カ，圓本 ，

中国

エネルギ ー価狢（ＰｍＧ）
ち讐レート（Ｒ＾Ｔｌ…＝）

Ｃ０２発生原単位
　　（ＲＣ０２）

　【外生変数の想定】

　さて予測を行う際には外生変数の想定が必要である。実質ＧＤＰを決定する支出ブロッ クの外

生変数としては政府支出，除却率，貿易シェア及び労働力人口がある 。また環境 ・エネルギーブ

ロッ クにおいて，エネルギー消費量を決定する外生変数としてはエネルギー原単位，エネルギー

価格，為替レートが，ＣＯ。排出量を決定する外生変数としてはＣ０２発生原単位がある 。

　われわれは，政府支出，為替レート及び労働力人口の予測期間における想定値については
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
Ｐｒｏｊｅｃｔ　ＬＩＮＫの２０００年までの想定値等を参照した。また除却率及び貿易シェアは予測期間中一

定とした 。

　アメリカ ，日本，中国のエネルギー価格についても同様にＰｒｏｊｅｃｔ　ＬＩＮＫの２０００年までの原油

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７８）
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価格の予測値を参照にし，原油価格の伸び率と同率で伸びると想定した。ちなみに２０００年の原油

価格の想定値はバーレルあたり２１ ．３４ドルである 。ＣＯ。発生原単位については今回は２０００年まで

１９８９年の値で一定とした。すなわちエネルギー構成比が一定と想定している 。エネルギー問の代

替については今後の課題としたい 。

　【エネルギー原単位の見通し】

　アメリカ ，日本，中国以外の国についてはエネルギー原単位の想定値が２０００年まで必要である 。

そこでわれわれはエネルギー原単位予測の一次接近として，標本期問中の動向（図１ －２参照）に

注意し，エネルギー原単位の対数値をタイムトレンドで回帰した。タイムトレンドの係数値は標

本期問の平均変化率を表している 。その計測結果が表Ｖ －１に示されている 。われわれはこの国

別の係数値を参考にして外挿を行 った 。

表Ｙ －１　エネルギー原単位の推計

国 係敏 国 係敏

Ｏ． ０１８１２
ｉ

オーストラリア ０． ００５２６ マレーシア

！
〒

ニュージーランド Ｏ． ０２０６６ フィリピン 一〇 ．０１１６０

カナグ 一０ ．０１５９７ … タイ ０． ００４２２ ：

メキシコ ０． ０１５４１
「

バングラデシ ュ
Ｏ． ０５６５０

香港 一０ ．０２０８５ インド ０． ０１６０６
『

｝国 一０ ．００５６１ ネパ ール ０． ０４６７３

シンガポ ール 一０ ．０６１２４ ハ、スクン ０． ０１６０２
■

一

台清
０． ０２８１９ スリランカ 一〇 ．０３２２６ ；

（一 ０． ０２７４８） カンポジア ０． ０５８１２ 「

インドネシア ０． ０３３０２ ミャンマー 一０ ．０１２３６

（一 ０． ０１８７２）
■

　　　　圧）推計式は，Ｌｎ（ＲＥＮＧ）：ａ＋ｂ＊ＴＩＭＥＴＲＥＮＤのスベンフィケーンヨンである 。標本期間は原則
　　　として１９７０－８９年。標本期間でデータのトレンドが逆転している場合は，その時点で屈折するタイムトレ

　　　 ノトを用いている 。その場合の推計式は，Ｌｎ（ＲＥＮＧ）＝ａ＋ｂ１＊ＴＩＭＥＴＲＥＮＤ１＋ｂ。＊ＴＩＭＥＴＲＥＮＤ２と

　　　なる 。括弧内の数値は係数ｂ。を示している 。その他はｂないしｂ。の係数である 。

　表Ｖ －１からわかるように，一般的な傾向として資源大国はエネルギー消費的である 。例えば ，

オーストラリア ，インドなどは国内に石炭を多く産出するため省エネルギー的でない。アジア

ＮＩＥＳは省エネルキーの傾向がみられるが，ＡＳＥＡＮやメキシコはエネルキー 多消費型の成長で

ある 。また南アジアや最貧国はエネルギー原単位が増加している 。

　Ｙ －２　２０００年における環太平洋の経済成長と環境間題

　以上の設定をもとに，われわれはモデルを用いて２０００年における環太平洋経済成長とエネルギ

ー消費量及びＣＯ。排出量の予測を行 った 。

　【環太平洋経済成長の予測】

　表Ｖ －２には，１９９０～２０００年の環太平洋における国 ・地域別の経済成長率の予測値が示されて

いる 。外生変数等はＰｒｏｊｅｃｔ　ＬＩＮＫの想定値に依拠しているためきわめてよく似た成長パターン

となっ ている 。

　成長のパターンとしては，１９９１年に英語圏の国（アメリカ ，カナタ ，オーストラリア，ニュージラ

ンド）が最初にマイナス成長に入り ，９３年から回復に向か っている 。それに対して日本は遅れて

不況過程に入り本格的に回復するのが９５年以降となっ ている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９）



８０

軟
先進アジア

オーストラリア

　基準解
　日本

　基準解
ニュージーランド

　基単解
北ア刈カ

カナダ

　基準解
メキシコ

　基準艀
ア刈カ

　基準解
アシ．刑Ｉ鵬

む国

　基章岬
香港

　基準解
シンカ ・ホ０一ル

　基準解
台湾

　基準解
＾ｓＥ州

インドネシア

　基章解
クイ

　基準解
フ川ピン

　基準解
マレーシア

　基準解
南アジア

ハ“ ンク “ラテ．シ
ュ

　基準解
インド

　基準解
ハ０ キスタン

　基単解
スリランカ

　基単解
桝一ル

　基章艀
中国及びその他

中国

　基準解
カンポシ“ア

　基準解
ミャンマー

　基準解
靱太平洋

　基阜解
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表Ｖ －２　環太平洋経済成長率の予測 単位 ：％

１９９０　　　　１９９１　　　　１９９２　　　　１９９３　　　　１９９４　　　　１９９５　　　　１９９６　　　　１９９７　　　　１９９８　　　　１９９９　　　　２０００

１． ５　　　 －１ ．２　　　　２・１　　　　３・２　　　　３・４　　　　３．３　　　　２．６　　　　２．５　　　　２．７　　　　２．４　　　２．４

５． ６　　　４．１　　　１．３　　　－Ｏ．３　　　　１．３　　　３．３　　　４．６　　　２．５　　　　２．１　　　　２．４　　　２．１

０． ８　　　 －１ ．１　　　２．４　　　　５．２　　　　４．５　　　　４．０　　　　３．５　　　　３．０　　　　２．５　　　　２．５　　　２．５

Ｏ． ５　　　 －１ ．７　　　　０．７　　　　３．１　　　３．９　　　　４．３　　　　４．５　　　　４．２　　　　４．０　　　　３．９　　　３．３

３． ９　　　　　　３．６　　　　　　２．７　　　　　　０．４　　　　　　３．２　　　　　　５．５　　　　　　５．２　　　　　　５．６　　　　　　５．８　　　　　　　５．８　　　　　５．８

０． ６　　　 －１ ．２　　　　２．１　　　　３．０　　　　３．２　　　　２．９　　　　２．４　　　　２．４　　　　３．０　　　　３．１　　　３．２

９． ０　　　　　８．４　　　　　４．３　　　　　５．３　　　　　７．３

２． ５　　　　　　４．２　　　　　　４．９　　　　　　５．２　　　　　　５．２

８． ３　　　　　　６．７　　　　　５．８　　　　　　９．８　　　　　７．１

４． ７　　　　７．３　　　　６．５　　　　６．１　　　　６．３

７． ４　　　　　　６．６　　　　　　５．３　　　　　　６．９　　　　　　７．ｌ

１０．０　　　　　７．９　　　　　７．０　　　　　７．７　　　　　８．２

２． ２　　　 －０．７　　　　０．０　　　　１．７　　　　４．３

９． ４　　　　８，８　　　　７．６　　　　８．０　　　　８．１

４． ７　　　　　　１ ．２　　　　　４．４　　　　　４．７　　　　　４．７

４． ７　　　　１．２　　　　４．４　　　　３．５　　　　４．８

５． ５　　　　　　１ ．２　　　　　４．４　　　　　　４．３　　　　　　６．５

５． １　　　　１．２　　　　４．４　　　　６．２　　　　５．１

３． ０　　　　１．２　　　　４．４　　　　４．７　　　　４．７

７．

６

５．

１

７．

２

６．

９

６．

９

８．

４

５．

４

８．

Ｏ

４．

９

５．

３

６．

５

４．

９

４．

９

６． ３　　　　７，７　　　１２．Ｏ０　　　１３，４　　　１０．２　　　　８．９

１． ０　　　　１．２　　　　４，４０　　　６．２　　　　５．１　　　４．９

５． ６　　　　１．２　　　　４，４０　　　６．２　　　　５．１　　　　４．９

３． ０　　　　　　１ ．６　　　　　３，２０　　　　　３．６　　　　　４．１　　　　　４．４

７． ２　　　　７．２　　　　７．８　　　　７．８　　　７．７

５． ３　　　　５．０　　　　５．０　　　　５．０　　　５．０

７． ０　　　　　７．６　　　　　　６．５　　　　　　６．５　　　　　６．５

６． ７　　　６．６　　　７．１　　　　７．２　　　７．７

７． ０　　　　　７．１　　　　　７．０　　　　　　７．０　　　　　７．０

８．
１　　　８．０　　　７．９　　　　７．５　　　７．３

６． ０　　　　　　６．０　　　　　　５．０　　　　　　　５．０　　　　　５．０

７． ８　　　　７．７　　　　７．６　　　　７．６　　　７．６

４． ９　　　　　５．０　　　　　４．９　　　　　　４．９　　　　４．９

５． ４　　　　５．２　　　　５．３　　　　５．２　　　５．２

５． ８　　　　　５．８　　　　　６．０　　　　　　６．１　　　　６．２

４． ６　　　　　４．５　　　　　４．５　　　　　　４．６　　　　４．６

４． ９　　　　　５．０　　　　　４．９　　　　　　４．９　　　　４．９

８． ５　　　　　８．２　　　　　　８．０　　　　　　８．０　　　　　８．０

４． ６　　　　　４．５　　　　　　４．５　　　　　　４．６　　　　　４．６

４． ６　　　　４．５　　　　４．５　　　　４．６　　　４．６

４． ４　　　３．９　　　４．１　　　　４．３　　　４．３

　一方，アジアＮＩＥＳやＡＳＥＡＮの成長率は平均して５％以上の伸びを示す。特に，中国の成

長率は非常に高く予測期間でも８％を超える成長である 。

　【エネルギー消費量の予測】

　次にエネルギー消費の動向を地域別に見たのが表Ｖ －３である 。１９９０～２０００年問の平均成長率

でみると ，環太平洋全体では２ ．７％の伸び，北アメリカで１ ．１％，先進アジアで１ ．４％，アジア

ＮＩＥＳで５１％，ＡＳＥＡＮで６７％，南アジアで６４％，中国その他（ＣｈｍａａｎｄＯｔｈｅｒｓ）で５４％の

伸びである 。

　主要国のエネルギー消費の伸びを見ると ，アメリカは０７％，日本は０８％，中国は５４％とな

っている 。アメリカや日本のエネルキー消費量の伸びが非常に小さいのは，この間に相当省エネ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８０）



環太平洋における経済成長と環境問題（稲田　五十嵐）

表Ｖ －３　環太平洋におけるエネルギー消費量の予測

８１

単位 ：ペタジ ュール，％

１９９０１９９１１９９２１９９３１９９４蝸１９９６１９９７１９９８１９９９２０００ 榊；９９０

先進アジア

基準解

ンェ ア（％）

日本

１９０４４　　　　１９２２８　　　　１９４６８　　　　１９７２１　　　　２００５７　　　　２０４２６　　　　２０８０８　　　　２１０６６　　　　２１３０５　　　　２１５４２　　　　２１７７１　　　　　　１ ，４

１２，８　　　１２，７　　　１２，５　　　１２，３　　　１２，２　　　１２，０　　　１１ ，９　　　１１ ，７　　　１１ ，５　　　１１ ，３　　　１１ ．１

基準解　　　　　　１４９２５　１５１２８　１５２５０　１５３２６

シェ ア（％）　　　　　　　　　　　　　　　１０，０　　　　１０．０　　　　　９．８　　　　　９．６

北アメリカ

基準£琴　　　　　　　　　　　　　　　　８４５９２　　　　８４５７２　　　　８５４４７　　　　８６４３７

シェア（％）　　　　　　５６，６　５５，８　５４，９　５３．９

ア刈カ

基準解　　　　　　　　　　　　　　　　７１７４６　　　　７１７６３　　　　７２５０７　　　　７３２８５

シェ ア（％）　　　　　　　　　　　　　　　４８，０　　　　４７，３　　　　４６，６　　　　４５．７

アシ“アＮｌＥＳ

基準£琴　　　　　　　　　　　　　　　　　５５５２　　　　　５８７２　　　　　６０６６　　　　　６３０９

シェア（％）　　　　　　３．７　　３．９　　３．９　　３．９

ＡＳＥ州

基準解　　　　　　３９８２　４２２２　４４４４　４７３０

シェ ア（％）　　　　　　　　　　　　　　　　　２．７　　　　　２．８　　　　　２．９　　　　　３．Ｏ

南アジア

基準解　　　　　　９３２６　９５９８　１０１９０　１０７４１

シェア（％）　　　　　　６．２　　６．３　　６．５　　６．７

中国及びその他

基準£琴　　　　　　　　　　　　　　　　２６８５６　　　　２８０８１　　　　３００２１　　　　３２３２８

シェ ア（％）　　　　　　　　　　　　　　　　１８，０　　　　　１８－５　　　　　１９，３　　　　２０．２

中国

基準£琴　　　　　　　　　　　　　　　　２６７７２　　　　２７９９６　　　　２９９３３　　　　３２２３５

シェア（％）　　　　　　１７，９　１８，５　１９，２　２０．１

環太平洋

基準解　　　　　１４９３５３　１５１５７２　１５５６３６　１６０２６５

シェ ア（％）　　　　　　　　　　　　　　　１００．０　　　　１００．０　　　　１００．０　　　　１００．０

１５４７２

　９．４

８７４８９

５３．０

７３９１３

４４．８

６６２５

　４．０

５０６４

　３．１

１１４６８

　７．０

３４２４３

２０．８

３４１４６

２０．７

１６４９４５

１００．Ｏ

１５６５２　　　　１５８６７　　　　１５９６０　　　　１６０２３　　　　１６０９３　　　　１６１４８　　　　　　０．８

　９．２　　　　　　９．１　　　　　８－９　　　　　　８．７　　　　　８．５　　　　　　８．３

８８５４１　　　　８９６０５　　　　９０６７３　　　　９１８５４　　　　９３０７４　　　　９４３５４　　　　　　１ ，１

５２，２　　　５１ ，３　　　５０，５　　　４９，８　　　４９，０　　　４８．２

７４３６８　　　　７４８０５　　　　７５２１２　　　　７５７００　　　　７６１９５　　　　７６７６２　　　　　　０，７

４３，８　　　　　４２ ，９　　　　　４１ ，９　　　　　４１ ，０　　　　　４０，１　　　　　３９ ．２

６９８２　　　　　７３４２　　　　　７７２１　　　　　８１５６　　　　　８６２１　　　　　９１２４　　　　　　５．１

　４．１　　　　４．２　　　　４．３　　　　４．４　　　　４．５　　　　４．７

５４２８　　　　　５８１８　　　　　６２３７　　　　　６６７８　　　　　７１４４　　　　　７６４０　　　　　　６．７

　３．２　　　　３．３　　　　３．５　　　　３．６　　　　３．８　　　　３．９

１２２９６　　　　１３１８６　　　　１４１１９　　　　１５１３３　　　　１６２１０　　　　１７３６６　　　　　　６．４

　７．２　　　　　７．６　　　　　７．９　　　　　　８．２　　　　　８．５　　　　　　８．９

３６０２１　　　３７８０７　　　　３９６１７　　　　４１４６７　　　　４３４０３　　　　４５４２８　　　　　５，４

２１ ，２　　　　２１ ，７　　　　２２，１　　　　２２，５　　　　２２，８　　　　２３．２

３５９２０　　　　３７７０２　　　　３９５０７　　　　４１３５３　　　　４３２８４　　　　４５３０４　　　　　　５，４

２１ ，２　　　　２１ ，６　　　　２２，０　　　　２２，４　　　　２２，８　　　　２３．２

１６９６９４　１７４５６６　１７９４３２　１８４５９２　１８９９９３　１９５６８３　　２．７

１００．０　１００．０　１００．０　１００．０　１００．０　１００．０

ルギーが進展するからである 。中国の経済成長率は平均８％を超えるものの省エネルギーが進む

ためエネルギー消費は成長率以下に抑制される 。

　２０００年の環太平洋におけるエネルギー消費のシェアをみると ，先進アジアでは１９９０年の１２ ．８％

から２０００年には１１ ．１％に低下する 。北アメリカでは同じく５６ ．６％から４８ ．２％に低下する 。アジア

ＮＩＥＳでは３７％から４７％へ，ＡＳＥＡＮでは２７％から３９％へ，南アジアでは６２％から８９％へ

と上昇する 。特徴的なのは中国及びその他である。中国の高度成長の結果，シエアは１８％から

２３ ．２％へと５％ポイントも上昇する 。

　【環太平洋におけるＣＯ。排出量の予測】

　このモデルでは，Ｃ０２発生原単位は予測期問において１９８９年の値で一定と想定しているため ，

ＣＯ。排出量の伸びはエネルギー消費量の伸びとほぼ同じである 。

　環太平洋のＣＯ。排出量は１９９０年で１０８億９ ，ＯＯＯ万トンで２０００年で１４６億６ ，４００万トンとなりこの

問の伸び率は年平均で３％となる 。

　先進アジアでは，１９９０年の１３億５ ，８００万トンから２０００年の１５億４ ，９００万トンになり ，この問の平

均成長率は１３％である 。同期問のシェアは１２５％から１０６％に２％ポイント程度低下する 。

　北アメリカでは，同期問に５５億４ ，９００万トンから６２億１ ，１００万トンに ，年平均Ｏ ．８％で増加する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８１）



８２ 　　　立命館経済学（第４３巻 ・第１号）

表Ｖ －４　環太平洋におけるＣＯ。排出量の予測

１９９０　１９９１　１９９２　１９９３　１９９４　１嚇　　１９９６　１９９７　１９９８

先進アジア

基準解　　　　　　　　１３５８

シ｛ア（％）　　　　　１Ｚ５

日本

基準解　　　　　　　　１０６９

シェ ア（％）　　　　　　　　　　　　　　　　９．８

北ア刈カ

基準解　　　　　　　　５５４９

シエア（％）　　　　　　５１ ．０

ア刈カ

基準解　　　　　　　　４７６１

ンェ ァ（％）　　　　　　　　　　　　　　　４３．７

アシ．アＭ鵬

基準解　　　　　　　　４２５

シェア（％）　　　　　　　　　　　　　　　　３．９

ＡＳＥ州

基章解　　　　　　　　　３２７

シェア（％）　　　　　　　　　　　　　　　３．０

南アジア

基準解　　　　　　　　７８０

シェア（％）　　　　　　　　　　　　　　　　７．２

中国及びその他

基準解　　　　　　　２４５１

シェ ア（％）　　　　　　　　　　　　　　　　２２．５

中国

基準解　　　　　　　　２４４５

シェ ア（％）　　　　　　　　　　　　　　　　２２．５

環太平洋

基準解　　　　　　１０８９０

シェア（％）　　　　　　　　　　　　　　　１００．Ｏ

１３７１

１２．４

１０８３

９．

８

５５５３

５０．１

４７６２

４３．０

４５０

４．

１

３４６

３．

１

８０２

７．

２

２５６２

２３．１

２５５７

２３．１

１１０８４

１００．０

１３８８

１２．２

１０９２

９．

６

５６１３

４９．２

４８１２

４２．１

４６４

４．

１

３６３

３．

２

８５１

７．

５

２７３９

２４．０

２７３４

２３．９

１１４２０

１０ぴＯ

１４０６

１１ ．９

１０９７

９．

３

５６７８

４８．１

４８６３

４１ ．２

４８３

４． １

３８６

３．

３

８９７

７． ６

２９５０

２５．０

２９４４

２４．９

１１８００

１００．０

１４２９

１１ ．７

１１０８

９．

１

５７４８

４７．２

４９０５

４０．３

５０８

４． ２

４１２

３．

４

９５７

７．

９

３１２５

２５．７

３１１８

２５．６

１２１７９

１００．０

１４５５

１１ ．６

１１２１

８．

９

５８１８

４６．３

４９３５

３９．３

５３５

４．

３

４４１

３．

５

１０２６

８．

２

３２８７

２６．２

３２８０

２６．１

１２５６２

１００．０

１４８２

１１ ．４

ｌ１３６

８．

８

５８８９

４５．５

４９６４

３８．３

５６３

４． ３

４７１

３．

６

１０９９

８．

５

３４５０

２６．６

３４４３

２６．６

１２９５４

１００．０

１５００

１１ ．２
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１０．８

１１５２

８．

１

６１２３

４３．１

５０５７

３５．６
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　（注）数値は００２換鴛であることに注意

先進アジアと同様に，シェアは５１％から４２ ．４％に低下する 。

　アジアＮＩＥＳでは，同期間に４億２ ，５００万トンから７億トンに増加し，年平均成長率は５ ．１％

である 。シェアはこの問３９％から４８％に１％ポイント程度拡大する 。

　ＡＳＥＡＮでは，同期問に３億２ ，７００万トンから６億１ ，４００万トンにほぼ倍増し，年平均成長率

は６５％となる 。その結果，シェアは３％から４２％に１２％ポイント拡大する 。

　南アジアでは，同期間に７億８ ，０００万トンから１４億４ ，５００万トンに増加し，年平均成長率は

６． ４％である 。シェアは７ ．２％から９ ．９％に２ ．７％ポイント拡大する 。

　中国その他では，同期問に年平均成長率５４％で２４億４ ，５００万トンから４１億４ ，６００万トンに増加

し， シェアは２２５％から２８２％に拡大する（表Ｖ －４及ぴ図Ｖ －２ ，３参照）。

　ここではＣＯ。排出量の伸びを他の文献と比較してわれわれの予測値を検討してみよう 。Ａｍａ －

ｎｏ（１９９３）のサー ベイ論文のＴａｂ１ｅ１によれば，１９９０～２０００年間で５つの研究報告の世界のＣ０２

排出量の伸びの予測値は１％から２．１％の問に分布している 。そこで，これらの研究報告と比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
可能な国のＣＯ。排出量の伸びについてわれわれの結果と比較してみよう 。

　まずアメリカについて，同期間で５つの研究報告のＣＯ。排出量の平均伸び率はＯ ．８％から

１． ５％の問である 。われわれの同期間での平均伸び率は０．７％であるから低いほうである 。もっと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２）
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　図Ｙ －２　環太平洋におけるＣＯ。排出量の予測
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もわれわれの場合は景気循環を比較的忠実に予測しているから ，９０～９２年のアメリカの低成長率

が影響しているのかも知れない 。

　中国を比較してみると ，５つの研究報告では同期問の伸び率は１ ．４％から３ ．７％の問に分布して

いるのに対して，われわれの場合は５ ．４％と比較的高い。おそらくわれわれは２０００年までの中国

の経済成長率予測を８％以上としているために高めに出ていると思われる 。また中国のエネルギ

ー消費は現在石炭が中心であるが今後天然ガスにシフトする可能性が高い。そうした場合，ＣＯ。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３）



　８４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第１号）

発生原単位は低下する可能性が高いからＣ０２排出量の伸びは低下するであろう 。

　Ｖ －３ ．エネルギー税のＣＯ。削減効果

　Ｖ －２の予測から明らかなように，２０００年の環太平洋におけるＣＯ。排出量は１９９０年の１０８億

９， ０００万トンから１４６億６ ，４００万トンヘと１３５倍になる 。エネルキーに関する大きな政策変更なし

にはとうてい１９９０年のＣＯ。排出量水準を維持できないことになる 。ＣＯ。排出量のシェアに注目

すると ，北アメリカと先進アジアの合計は１９９０年の６３ ．５％から２０００年に５３％に低下する 。すなわ

ち， ＣＯ。排出の主たる貢献者が発展途上国に移行することを意味している。比較的低成長で省

エネルキー技術が進んだ先進国対高成長で省エネルギー技術の遅れた発展途上国というコントラ

ストが浮かび上がってくる 。このような陰蕾な事態を改善するためにも先進国での一層の省エネ

ルギー努力と省エネルギー技術の発展途上国への速やかな移転がきわめて重要となる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
　経済学ではＣＯ。排出量水準を抑制する手段としてエネルギー課税やＣＯ。税が提唱されている 。

すでに皿節のモデル解説において示唆したように，われわれのモデルではエネルギー課税の効果

を検討することが出来る。本節の最後にエネルギー課税がＣＯ。削減にどの程度効果をもつか示

そう
。

　【エネルギー税のＣＯ。削減効果】

　アメリカ ，日本，中国のエネルギー 需要関数におけるエネルギー 課税率（ＴＲＥＮＧ）に税率を

代入することにより ，エネルギー削減効果を通じてＣＯ。排出量削減効果を表現できる 。ここで

は， アメリカに３０％のエネルギー課税，日本と中国にはそれぞれ１０％のエネルギー課税の導入を

仮定する 。３０％と１０％の違いの厳密な意味はないが，例えばアメリカと日本のガソリン価格の差

を考慮した場合，同程度のインパクトを反映するために仮定したものである 。１９９０年から仮想的

にエネルギー課税が導入された場合のＣＯ。削減効果が表Ｖ －５に示されている 。

　この仮想的な政策が実施された場合，環太平洋で２０００年において４億３ ，２００万トン程度ＣＯ。排

出量を削滅できることがわかる。率にして約３％の削減効果である。アメリカでは３ ．８％から

７． ４％程度，日本では０ ．６％から１ ．２％程度，中国では０．５％から１％程度の削減である 。表皿 一２

で示した価格弾力性にエネルギー課税率を考慮した相対価格の変化を乗じた値に結果はほ嚇寸応

していることがわかる。この結果を大きいとみるか小さいとみるは意見の分かれるところである 。

われわれはエネルギー課税のＣＯ。削減効果はそう大きいものではないが，一定の効果をもつと

考える 。要は省エネルギー対策や代替エネルギーも含めた意味での国際間での総合エネルギー対

策の必要性がきわめて重要であると思われる 。

（８４）



先進アジア

　　基準解

　　シミコ レーン ヨン

　　罪庄幅

　　乖肚率（％）

　日本

　　基準解

　　シミュレーシ ョン

　　乖讐幅

　　乖雌率（％）

北アメリカ

　　基準解

　　シミュレーション

　　乖雌幅

　　乖じ率（％）

　ア刈カ

　　基準解

　　シミュレーシ ョン

　　乖に幅

　　乖じ率（％）

アジアＮ１ＥＳ

　　基準解

　　シミュ レーシ ョン

　　罪讐幅

　　乖昌率（％）

ＡＳＥ州

　　基準解

　　シミュレーシ ョン

　　乖讐幅

　　罪雌率（％）

南アジア

　　基準解

　　ンミュレーシ ョン

　　乖雌幅

　　弔に率（光）

中国及びその他

　　基準解

　　シミコ レーシ ョン

　　乖じ幅

　　乖雌率（％）

　中国

　　基準解

　　シミコレーシ ョン

　　乖雌幅

　　砺じ率（％）

環太平洋

　　基準解

　　シミュレーシ ョン

　　罪雌幅

　　乖雌率（％）

アメリカ ，

環太平洋における経済成長と環境問題（稲田 ・五十嵐）　　　　　　　　　　８５

　　　表Ｖ －５　エネルギー税のＣＯ。削減効果

日本，中国のエネルギー課税（エネルギー価格の３０％，１０％，１Ｏ％相当）単位 ：メガＭＴトン ，％
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ｗ　おわりに

　以上われわれが開発した環太平洋環境モテルを用いて，２０００年までのＣＯ。排出の予測と若干

の政策シミュレーシ ョンの結果を示した。われわれのモデルの特徴は，環太平洋を構成する２２ケ

国に焦点を絞り ，しかも簡単であるが貿易でリンクしたという意味でコンプリートなオー プンモ

デルである 。しかしながら ，いくつかの欠点も持ち合わせている 。本論の締めくくりとして，わ

れわれのモテルが持つ問題点の指摘と今後の展望を行っておこう 。

　われわれのモデルはいくつかの欠点を持っている 。（１）まず，このモデルではＣＯ。排出はＧＤＰ

からトッ プ・ ダウンで決定され，ＣＯ。排出からＧＤＰへのフィードバッ ク関係が欠如している 。

（２）ＣＯ。抑制の政策手段（例えば，エネルギー課税）は取り扱われているものの，政策手段から実物

経済へのフィードバッ クが考慮されていない。例えば，エネルギー課税が導入された場合の投資

決定へのフィードバッ ク・ ルートがない。（３）燃料間シフト（例えば，石炭から天然ガスという）が

取り扱われていない。（４）われわれのモデルは環境問題を取り扱うには比較的短期的なタイムホラ

イゾンである 。地球温暖化の問題は多くの環境モデルがそうであるように５０～１００年単位で取り

扱われることが多い 。

　（１）については，エネルギー消費を生産関数に組み込むことにより改善されるであろう 。（２）につ

いては，投資関数を改訂することにより対応できるであろう 。（３）については，化石燃料データを

分割することにより対応できるであろう 。（４）については，ＣＧＥ（Ｃｏｍｐｕｔａｂｌｅ Ｇｅｎｅ．ａｌ

Ｅｑｕ１ｒ１ｂｕ．１ｍ）モデルの使用が計算やパラメータ設定の容易性からして便利である 。しかし，パ

ラメータ設定には恋意性が伴うためその応用には慎重さが必要である 。

１）地球環境問題と国際政治の関連については米本（１９９４）が参考になる 。

２）地球温暖化の議論に関しては，Ｗｏｒ１ｄ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ（１９９４） ，森（１９９２），天野（１９９４（・），（ｂ）），宇

　沢 ・國則（１９９３）を参照
。

３）エネルギー消費やＣＯ。排出量の推移についてはＷｏｒ１ｄ　Ｒｅｓｏ皿ｃｅｓ（１９９４）が参考になる
。

４）読者の理解のために，熱量の換算値を示そう 。１メガジ ュールは１０６ジ ュールである 。これは，キ

　ロワ ソト時（ｋｗｈ）では２７７７８＊１０‘１ ｋｗｈ，キロカロリー（ｋｃａ１）では２３８８９＊１０２ｋｃａ１原油換算

　キロリットル（ｋ１）では２ ．５８＊１０－５ ｋ１，石油換算トン（ＴＯＥ）では２ ．３８８９＊１０－５ ＴＯＥ，ＢＴＵでは

　９ ．７４８１＊１０２ＢＴＵに相当する 。また，１ギガジ ュールは１０９ジ ュール，１ペタジ ュールは１０
１５

ジュ

　ールをさす 。

５）表１ －４のＣＯ。排出量の推移で示されているＣＯ。排出量は炭素換算ではなくＣＯ。換算であること

　に注意。単位は１ ，Ｏ００トンである 。炭素の量（炭素換算）に３，６６４をかけたものがＣＯ。換算である 。

６）ＣＯ。発生の基本方程式は東只大学工学部の茅陽　教授により示されたものである 。

７）単位あたりのＣＯ。発生係数は石炭が００９８９／ｋｃａ１，石油が００８５９／ｋｃａ１カスが００５３９／ｋｃａ１で

　あり ，石炭のＣＯ。発生係数が最も大きい。なお，ＣＯ。発生係数は文献により異なっ た単位が用いら

　れているので注意する必要がある 。

８）分布ラグについては一次で三期のラグを持つアーモンラグで推定している 。

９）外生変数の想定については，Ｐｒｏｊｅｃｔ　ＬＩＮＫ　Ｆｏｒｅｃａｓｔ　Ｓｕｍｍａｒｙ（１９９３）を参昭した
。

１０）５つの研究報告とはＩＥＡ　Ｍｏｄｅｌ，ＯＥＣＤ　ＧＲＥＥＮ　Ｍｏｄｅ１Ｅｄｍｏｎｄｓ　ａｎｄ　Ｒｅ１ｌｙ　Ｍｏｄｅ１
，Ｍａｍｅ　ａｎｄ
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　Ｒ１ｃｈｅ１ｓ　Ｍｏｄｅ１及ぴＲｕｔｈｅｒｆｏｒｄ　Ｍｏｄｅｌによっ て示された予測値を意味する 。Ａｍａｎｏ（１９９３）を参昭
。

１１）Ｊｏｒｇｅｎｓｏｎ　ａｎｄ　Ｗｉ１ｃｏｘｅｎ（１９９４）は，異なるエネルギー税制（ＣＯ・税，ＢＴＵ税，従価税）の経済

　的効果を分析している 。
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